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幸寿命を延ばす健康増進策を充実、認可保育園の定員数を増員

　市の財政状況は、配当割交付金や地方消費税交付金など、歳入の増加が見
込まれる一方、障害者自立支援給付費や待機児童解消への保育園運営費など
社会保障関係経費が増加、また、介護保険や後期高齢者医療特別会計繰出金
も増加しており、引き続き非常に厳しい状況となっています。
　そうしたなか、平成 27 年度予算は「安全で安心なまちづくり」「『後期基
本計画実施計画』と『行財政改革実施計画』の着実な実施」「子育て支援の
さらなる充実」「将来を担う子ども達

た ち

の育成策の推進」「楽しく続けられる
健康増進策の推進」「地域経済の活性化」、そして「武蔵野の原風景の保全」
を基本方針として編成し、一般会計予算は前年度に比べ 3.1% 増加の 285 億
3,700 万円となっています。
　以下に平成 27 年度予算の概要をお知らせします。

問合せ　財政課財政係☎ 497・1810

各会計別予算額
区分 平成 27 年度 平成 26 年度 増減率（%）

一般会計 285 億 3,700 万円 276 億 8,500 万円 3.1

特
別
会
計

国民健康保険事業 99 億 6,200 万円 89 億 3,600 万円 11.5
下水道事業 12 億 1,700 万円 18 億 4,500 万円 -34.0
駐車場事業 8,000 万円 8,300 万円 -3.6
介護保険 61 億 2,000 万円 57 億 8,900 万円 5.7
後期高齢者医療 16 億 9,500 万円 16 億 4,700 万円 2.9

計 190 億 7,400 万円 183 億円 4.2
合計 476 億 1,100 万円 459 億 8,500 万円 3.5

歳 出

　消費税増税の影響を強く受けると思われる、高齢者への
負担を軽減するため、がん検診の自己負担金免除の対象
を、「65歳以上」から「60歳以上」へ拡充します。

　歯科疾患の予防に取り組むため、40・50・60・70歳の節目
年齢の方を対象とした成人歯科健診を実施します。

がん検診無料化を 65 歳以上から 60 歳以上
に拡充　　　　　　　‥‥‥　2,538 万円

　平成 26 年度に実施し、好評だった「脳
力アップ塾」を、１コースから３コースに
拡充します。
　また、カラオケ機器を活用し、音楽に合
わせての運動や口の体操を行うことで認知
症予防に役立つ事業を実施します。（市内
３か所・各 36 回実施予定）

消防団員装備品（防火衣・受令機など）の充実　　　　
　　　  ‥‥‥　２,953 万円

地域包括支援センターを増設　　　‥‥‥　7,073 万円

市史編さんに向けた取り組み　　　‥‥‥　1,061 万円

　東日本大震災を教訓に、市では計画的に備蓄食糧や消防団の装備品などの
充実を図っています。平成 27 年度は、消防団員の防火衣と消防デジタル無
線受令機を購入します。また、防災行政無線の放送内容を電話で確認するこ
とができるシステムを導入します。

成人歯科健診事業（40・50・60・70 歳対象）を
新たに実施　　　　  　　　‥‥‥　200 万円      

介護予防教室を拡充　　　　　　　‥‥‥　2,105 万円      

安全で安心な潤いのあるまち

　高齢化率が 26.9㌫（平成 27 年３月末現在）と多摩 26 市で２番目に高いな
かで、高齢者の総合相談、介護予防事業、地域包括ケアシステムを構築する
ため、地域包括支援センターを新たに１か所増設し、全４か所での地域包括
支援センターを展開します。
　また、４月に市の組織改正を行い、健康福祉部に「地域包括ケア推進課」
を新設しました。

都市計画道路東３・４・17 号線測量  ‥‥‥ 　 1,000 万円

豊かな自然環境と住環境が調和するまち

都市環境の保全、景観の向上、生涯学習の場など、市民の生活環境をさま
ざまな面で支えている「みどり」は重要な役割を果たしているため、雑木林の
公有地化を図ります。

都市計画道路東３・４・17 号線は、通行車両が多く歩道も未整備で、歩行
者及び自転車などの安全確保の必要性が高いため、たから幼稚園交差点から
志木街道までの区間の整備に向けての測量を行います。

中里 1 丁目緑地用地購入  　  ‥‥‥　１億 1,709 万円

※この記事に掲載しているイラストは、イメージです。
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　全ての児童・生徒の学習の定着を一層確かなものとし、学力の
向上を図ることを目的として、民間塾講師による補習学習を全校
で実施します。（小学校６年生と中学校３年生の児童・生徒対象）

全市立小・中学校で塾講師による放課後補習を実施
　　　　　　　　　　　     ‥‥‥　2,000 万円

　｢子育てが楽しいまち｣ を目指し、多彩な子育てサービスをより利用しや
すくするため、「子育てクーポン券」を発行します。
　これは市内で実施しているさまざまな子育て支援サービスに利用でき、子
育て家庭の経済的な負担軽減と子育てサービスの、さらなる普及・啓発につ
なげていきます。

　安心して子育てができるよう、市では私立
保育園の新設整備などを行い、保育園の待機
児童の解消を最優先課題として取り組んでい
ます。平成 27 年度は、新設・建替えなどに
より、さらなる定員増加を図ります。

認可保育園の定員を大幅に増加（松山地区新設保育園施
設整備費補助のみ）　　　　　　‥‥‥１億 2,095 万円

子育てクーポン事業（０・１・２歳児対象）を
新たに実施                      　       　‥‥‥　390 万円

「人間性」を尊重し人をはぐくむまち

昭和 48 年に刊行されて以来、約 40 年が経過して
いる清瀬市史について、内容の見直しや刊行以降の歴
史を追記する必要性が生じています。

今後、具体的な作業などを行う他、市史編さん事
業に対する市民の関心を高めるための啓発的取り組み
も行っていきます。

シティプロモーションの推進など

　市内のさまざまな資源を掘り起こし、市民と共にそれらに磨きをかけ、ま
ちの活力を高めて今後の発展の原動力とするため、平成 26 年度にシティプ
ロモーション推進本部を設置しました。
　平成 27 年度は、活動の第１弾として、清瀬の文化や歴史、特産などを紹
介するガイドブックを作成・販売します。

　内山運動公園サッカー場２面の人工芝の全面張り替えと夜間照明の増設・
LED 化、下宿第三運動公園サッカー場の夜間照明の新設・LED 化を図ります。
　この整備により、サッカー場を３面設けることとなり、大規模なサッカー
場施設として、競技の底辺拡大と競技の充実を図ります。

一般会計 285 億 3,700 万円の内訳

市税
市民税・固定資産税・
都市計画税・
市たばこ税など
91億 18 万円

31.9％31.9％

35.3％35.3％ 国・都支出金
国や都からの負担金、
補助金、委託金
100 億 7,997 万円

37 億 7,500 万円
国からの調整財源
地方交付税

13.2％13.2％

市債
金融機関などからの
借入金
18億 100 万円

6.3％

繰入金1.8％
基金の繰り入れなど
5億 1,493 万円

           その他
使用料及び手数料
諸収入、地方消費税交付金、
財産収入など
32億 6,592 万円

11.5％

歳 入

○市税は、納税義務者数や課税所得の増加などにより、全体では前
年度比 0.4% 増の 91 億 18 万円となっています。

○国庫支出金は、定員増に伴う保育園の運営費や障害者自立支援給
付費などの社会保障関係経費に加え、中学校２校の校舎大規模
改造事業により、前年度比 6.2% 増の 57 億 8,973 万円となってい
ます。

○都支出金は、国庫支出金同様、社会保障関係経費が増加したもの
の、保育園施設整備や認知症高齢者グループホーム施設整備費
の減などにより、前年度比 5.9% 減の 42 億 9,024 万円となってい
ます。

○地方消費税交付金は、税率の引き上げの平年度化に伴い、前年度
比 67.6% 増の 14 億 9,800 万円となっています。

○諸収入では、内山運動公園サッカー場などの整備に伴う東京都サ
ッカー協会助成金及び地域スポーツ施設整備助成金により、前
年度比 157.1% 増の２億 8,734 万円となっています。

民生費
高齢者・障害者への
福祉や子育て支援など
158 億 8,846 万円55.7％55.7％

公債費

21億 262 万円
市債の返済

教育費
小・中学校教育、
生涯学習・スポーツなど
33億 2,348 万円

11.6％11.6％総務費
市役所の運営など
29億 7,488 万円

10.4％10.4％

7.4％7.4％

衛生費6.0％
健康づくり、
ごみの処理など
17億 2,144 万円

土木費 3.6％
道路・公園の
整備など
10億 2,168 万円

その他 5.3％
議会、消防、商工、農業など
15億 444 万円

○民生費は、私立保育園への運営費助成などで、定員数増に伴い
３億円を超え大幅に増加した他、障害者自立支援給付費でサー
ビス利用の増により 1 億 7,965 万円の増額となっている一方で、
前年度に行った認知症高齢者グループホームの新設や私立保育
園３園の施設整備助成が終了したことで、全体では前年度より
も 1 億 3,733 万円の減額となっています。

○教育費は、中学校２校の校舎大規模改造事業が当初予算に計上さ
れたことに加え、内山運動公園サッカー場等の改修の実施など
により、前年度よりも 10 億 5,484 万円の増額となっています。

○総務費は、社会保障・税番号制度開始に向けたシステム改修など
により前年度よりも 1 億 9,377 万円の増額となっています。

○土木費は、都市計画道路東 3・4・17 号線測量や中里一丁目緑地
用地購入などによる増額の一方、歩道用地購入費の減などによ
り前年度よりも 2 億 1,357 万円の減額となっています。

きよせガイドブック作成　　　　　   ‥‥‥　360 万円

内山運動公園サッカー場などの改修工事  ‥２億 6,780 万円　

脳力アップ塾での軽体操

清瀬市史

活気あふれる交流の広がるまち

　国・都の交付金を基に、市内の商店などで使用できる「プレミアム付き商品
券」（プレミアム率は 30㌫）を発行し、地元消費の拡大や地域商店の活性化に
つなげていきます。
　今年で３年目となる、ニンニンスタンプ事業との相乗効果も期待できるため、
多くの商店・事業者とともに、さらなる地域活性化につなげていきます。

プレミアム付き商品券を発行
（平成 26 年度補正予算計上）　  　 ‥‥‥　9,583 万円

　市内の農業は、都内の重要な農産物生産地域
として新鮮な農産物を供給しています。また近
年では、地産地消の推進として、共同直売所や
庭先直売での販売も増加している他、イチゴの
摘み取りを行っている農家もあります。
　市内の農業を更に盛り上げるため、パイプハ

都市農業経営パワーアップ事業補助     ‥　1,492 万円

イチゴ狩りを行っている
パイプハウス

ウスなどの農業用の施設整備による減農薬や、効率的な栽培サイクルで安
定した出荷量を確保できるよう、地域農業者を支援し、パイプハウスの設
置費用などの一部を助成します。

新設＝のしお一丁目保育園（定員 80 人）、きよせ保育園分園（０・１・２歳児、
定員 23 人）、松山地区新設保育園（０・１・２歳児、定員 33 人。10 月開設
予定）、建替え・増築＝上宮保育園（定員 94 人→ 120 人）、どろんこ保育園（定
員 36 人 → 90 人）

～安全・安心で活気あふれるまちを目指して～
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平成 27 年度一般・特別会計予算が成立


